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製造業を営むＡ社で働くＸが、作業着に
着替えるため社内更衣室に入ったところ、
そこへ居合わせた同僚Ｙに顔面を殴打さ
れ、頸椎捻挫などの怪我を負ったもの。

ＹがＸに暴行を加えるまでの一連の経緯
から、Ｙの暴行はＸの自招行為を発端とす
るものであると判断されたため、業務外の
負傷と認定された。

労働者の傷病が業務上の事由によるもの
といえるためには、「業務遂行性」および
「業務起因性」の双方が認められる必要が
ある。そこで本件についても、この２点の
有無を考察する。
ＹによるＸへの暴行は、ＸがＡ社に出勤
し、作業着に着替えるために社内更衣室に
入った後で起きた出来事である。これは事
業主の支配ないし管理下にあるなかで起き
た出来事であるといえるから、業務遂行性
ありと認めることに疑いの余地はない。
一方で業務起因性については、Ｘの負傷
がＹの暴行によるものであることから、業
務に伴う危険が現実化したものといえるか
否かには少なからず疑念が生じる。この点、
厚生労働省労働基準局長が「他人の故意に
基づく暴行による負傷の取扱いについて」
（平成21年７月23日基発0723第 12号）
なる通達を策定しており、本件のような
ケースでは同通達に則って業務起因性の有
無を判断することとなる。
同通達では、業務遂行中に他人の故意
に基づく暴行によって被った負傷について
は「当該故意が私的怨恨に基づくもの、自
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招行為によるものその他明らかに業務に起
因しないものを除き」業務起因性ありと推
定することとしている。言い換えれば、た
とえ業務遂行中に起きた暴行事件であって
も、それが個人的な恨みつらみに基づくも
のだったり、被害者自身による挑発行為を
発端としていたりするような場合には業務
起因性が認められないということである。
本件においてＸは、社員更衣室でＹと出
くわした際、社員駐車場でのＹの車の停め
方がＸにとって迷惑である旨をやや乱暴な
口調で注意した。しかしＹはＸの注意に聞
く耳をもたず、顔をそむけたままこれを無
視した。この態度にＸは激昂し、Ｙの襟元
を掴んだ後、その胸部を両手で強く突き飛
ばした。するとＹもこれに逆上し、Ｘの顔
面を右の拳で強く殴打したところ、本件負
傷に至ったという経緯がある。
この一連の出来事において、Ｙの襟元を
掴んだ後その胸部を突き飛ばすというＸの
行為がＹの暴行を招いたものと判断された
ため、業務起因性は否定されることとなっ
た。そのためＸの負傷は業務上の事由によ
るものと認められなかったのである。
本件のように職場内で従業員同士のけん
かが生じた場合、その解決を図る手段とし
てまず考えられるのが、当事者およびその
場に居合わせた者からの事情聴取と規程に
則った懲戒処分の執行である。職場におけ
る規律と秩序を維持するうえでこのような
対応が必要となるのは確かだが、一方で当
事者間における感情のもつれを解消しない
ことには、問題の根本的な部分を解決でき
たとは言い難いのも事実である。
本件においては、Ｙが暴力行為に至る前
の段階で、ＸのＹに対するやや乱暴な口調
での注意とそれに聞く耳を持たないＹの態
度という経緯があった。仮にこの段階で、

Ｘが自らの考えを冷静かつ毅然とした態度
でＹに伝えようと配慮していたり、Ｘの注
意に対してＹが真摯に向き合う姿勢をとっ
ていたりしていれば、少なくとも暴力行為
にまで至ることはなかったと考えられる。
また本件の事後処理についても、当事者
間の謝罪や和解といった過程を経ないまま
互いに感情のしこりが残ってしまえば、程
なく同様のトラブルが繰り返されてしまう
可能性は高いといえるだろう。
このように、職場におけるトラブルの
防止とその解決のためには、従業員同士が
円滑にコミュニケーションをとれる職場
環境の形成が重要な要素となる。そこで
参考になるのが、厚生労働省の特設サイト
『あかるい職場応援団』（https://www.no-
pawahara.mhlw.go.jp/）である。
同サイトは、パワーハラスメントの定
義やパワハラ６類型などが主な内容となる
が、職場における円滑なコミュニケーショ
ンを実現するうえでも示唆に富んだ内容と
なっている。特に「言い方ひとつで変わる
会話術」には良好な人間関係を構築するた
めのヒントが多く紹介されており、ご一読
をお勧めしたい。

◇ SRアップ21：www.srup21.or.jp

業務遂行性検証 事故① 事故②
A：業務に従事してい
るか △ 〇

B：事業主の支配下に
あるか 〇 〇

C：施設管理下にある
か 〇 ×

判断 業務遂行
性あり	

業務遂行
性あり


